
川崎市⾏財政改⾰第３期プログラム策定⽅針（概要）

１ 策定の趣旨
（１）これまでの取組

・ 「成⻑と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向けて、市⺠に必要なサービ
スをより質の⾼いものとして確実に届けることで、市⺠満⾜度の向上を図ることができるよう、平成28
（2016）年度以降、第１期及び第２期の「⾏財政改⾰プログラム」を策定し、ヒト・モノ・カネ・情報
などの経営資源の着実な確保等を⾏うことにより、川崎市総合計画に掲げる政策・施策の推進に貢献

（２）⾏財政運営の現状と課題
・ 少⼦⾼齢化の更なる進展や今後⾒込まれる⽣産年齢⼈⼝の減少、公共施設の⽼朽化に加え、新型コロ
ナウイルス感染症の影響等により、厳しい財政状況や社会変容による市⺠ニーズの変化等への対応が必要
・ 持続可能な⾏財政基盤の下、安定的な⾏財政運営を進めていくため、更なる経営資源の確保と、
限られた経営資源をより必要な政策・施策に適切に活⽤していくことが喫緊の課題

③ 将来の⼈⼝減少を⾒据えた公共施設の最適化
・ 本市が保有する公共建築物は、現時点で築30年以上のものが約5割を占め、将来の⼈⼝減少への転換を
⾒据えると、今後、保有総量の適切な管理と、施設機能の低下や修繕費⽤の増⼤など⽼朽化に伴う問題へ
の対応、維持管理・更新費⽤の縮減等が課題

④ 多様な主体との連携
・ 地域の実情に応じた課題の解決や豊かな市⺠⽣活の実現、地域⾃らの⼿による地域課題の解決等を⽬指し、
地域包括ケアシステムの構築や、コミュニティ施策の推進、地域防災⼒の向上等を図るため、市⺠・企業・団体
など多様な主体との更なる連携が必要

・ 多様な主体との連携を一層推進する上で、新たな担い⼿の創出や活動の活性化を図ることなどが課題となっ
ているほか、⺠間ならではの発想によるアイデアやノウハウを最⼤限に活⽤していくことが必要

⑤ 職員を取り巻く環境の変化への対応
・ 少⼦⾼齢化に伴う将来の⽣産年齢⼈⼝の減少や今後の社会変容などを踏まえて、市⺠ニーズの多様化・増
⼤化や社会のデジタル化などに対応できる職員の確保が課題

・ 働き⽅・仕事の進め⽅改⾰の観点から、業務プロセスの⾒直し等による業務の効率化、業務の改善や適正
化等に向けた意識改⾰、多様な働き⽅の推進など、職員や組織、仕事の質の向上が引き続き課題

⑥ 情報（データ）の収集、活用
・ 円滑な市政運営や市政参加のため、市政情報の市⺠への発信や、官⺠によるデータ活⽤に向けた「オープン
データ」の公開を推進

・ 加速する社会のデジタル化を踏まえ、多様化した情報媒体による市⺠との情報共有、官⺠による更なるデータ
活⽤の促進、データを収集、活⽤した政策⽴案や業務の効率化等が課題

＜変化する社会経済状況＞
・ 少⼦⾼齢化の更なる進展に伴う扶助費の増加、公共施設の⽼朽化に伴う維持管理・更新費⽤の
増加等に加え、新型コロナウイルス感染症による景気の落込み等の影響により市税収⼊等の⼤幅な減
収が⾒込まれており、今後もこれまでにない厳しい財政環境が続くものと想定
・ 多発する⼤規模⾃然災害への対応や脱炭素社会の実現の推進に加え、⾏政⼿続のオンライン化や、
リモートワークをはじめとする勤務形態の変化など、新型コロナウイルス感染症を契機とする社会変容にも
迅速かつ的確な対応が必要

＜⾏財政改⾰の必要性＞
・ 今後、中⻑期の社会経済状況の変化等を踏まえながら、財源・⼈的資源等の必要な経営資源の着
実な確保等を⾏い、より必要な政策・施策や新たな課題に対応するために活⽤していくことが重要
・ ⾏財政基盤を将来にわたり持続可能なものとするため、効率的・効果的な⾏財政運営による更なる
経営資源の確保を推進するとともに、市⺠満⾜度のより一層の向上を⽬的として、策定⽅針に基づき、
令和４（2022）年度から４年間を計画期間とする「川崎市⾏財政改⾰第３期プログラム」（以下
「３期プログラム」という。）を策定し、全庁一丸となり、⾏財政改⾰を推進

⾏財政運営に関する主な現状と課題
① 厳しい財政環境への対応
・ 新型コロナウイルス感染症による景気の落込み等の影響により、令和３（2021）年度予算の収⽀不⾜は
286億円となり、減債基⾦からの借⼊総額も増加するなど、本市財政はこれまでにない厳しい状況

・ 増加傾向にある義務的経費、市税の減収等により今後も厳しい財政環境が続くと⾒込まれていることから、事
業の⾒直し等による歳出の削減、市税の増収や税外債権の確保に向けた継続的な取組の推進等による財源
の確保が課題

② 市⺠ニーズの多様化・増⼤化への対応
・ 少⼦⾼齢化の更なる進展や今後⾒込まれる⽣産年齢⼈⼝の減少、⾏政⼿続のオンライン化やリモートワーク
など新型コロナウイルス感染症を契機とする社会変容により多様化・増⼤化する市⺠ニーズに対し、限られた経
営資源の中で対応していくため、市⺠サービスの再構築が課題

確保すべき経営資源の種類

ヒト
・ 組織の質の向上につながる職員
・ 協働・連携の担い⼿となる市⺠、企業、団体等の多様な主体 など

モノ
・ 市⺠に提供する質の⾼いサービス ・ 真に必要な市⺠サービスを提供できる施設、⽤地等の資産
・ 財源を⽣み出すことができる施設、⽤地等の資産 など

カネ ・ 経費縮減により⽣み出す財源 ・ 歳⼊確保の取組により⽣み出す財源 など

情報
・ 的確に把握する市⺠ニーズ ・ 市の政策・施策に活⽤するために確保すべき情報
・ 市⺠や他⾃治体、⺠間企業等に提供すべき情報 など

時間 ・ 事業の⾒直しや業務効率化で⽣み出す時間
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（３）３期プログラムの策定
・ 現状と課題を踏まえると、必要な経営資源の確保等を⾏い、政策・施策を推進するための⾏財政改
⾰が一層重要になることから、令和４（2022）年度から４年間を計画期間とする３期プログラムを策定
・ 本市の⾏財政基盤を将来にわたり持続可能なものとするため、中⻑期の社会経済状況の変化等に
より⾒込まれる市⺠ニーズの多様化・増⼤化や社会変容等を踏まえながら、すべての事務事業につい
て⾒直しの必要性等を検討し、計画策定につなげていくことが必要
・ 新型コロナウイルス感染症による社会経済動向も踏まえ、改⾰の取組の内容や実施時期を検討し
ながら、３期プログラムで⾏うべき改⾰の取組の取りまとめを実施
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２ プログラムの概要

（１）市⺠ニーズと地域課題の的確な把握
・ 市政に関する情報をより分かりやすく発信することで市⺠の皆様と共有しながら、市⺠ニーズと地域課
題を的確に把握し、地域に根差した課題解決を図る。

（２）市⺠サービスの質的改⾰の推進
・ 限られた経営資源の中で、今後も⾒込まれる市⺠ニーズの多様化・増⼤化や、新型コロナウイルス
感染症を契機とした社会変容に対応するため、市⺠サービスの再構築や多様な主体との協働・連携
を進め、市⺠サービスの質的改⾰を推進する。

（３）市役所内部の質的改⾰の推進
・ 限られた経営資源の中で、質の⾼い⾏財政運営を推進するため、職員と組織の質の向上に向けて、
庁内の⼈材育成や意識改⾰に取り組むなど、市役所内部の質的改⾰を推進する。

（４）効率的・効果的な⾏財政運営による「持続可能な最幸のまち」の実現
・ 市⺠サービスや市役所内部に係る事業に関して経営資源の着実な確保等を図るため、事務事業の
⾒直し、業務の効率化や資産マネジメントの推進、情報（データ）の収集、活⽤など効率的・効果
的な⾏財政運営に取り組む。

・ ⾏財政運営の現状と課題、中⻑期の社会経済状況の変化を踏まえ、「川崎市総合計画」に掲げる
政策・施策を推進するために必要な経営資源の着実な確保・活⽤を⾏い、将来にわたり持続可能な
⾏財政基盤を構築するため、次の４つの基本理念に基づいて着実に⾏財政改⾰を推進

４ 改⾰の主な視点

（１）社会経済状況の変化を踏まえた市⺠サービスの再構築
・ 将来の⼈⼝動態や社会経済状況の変化等により⾒込まれる市⺠ニーズの多様化・増⼤化や新型
コロナウイルス感染症を契機とした社会変容を踏まえ、市⺠サービスを再構築する視点から、事業内
容の⾒直しによる改善、施設の多⽬的化・複合化への重点的な取組などの改⾰を推進

・ 基本理念に基づき改⾰の取組を推進するため、改⾰の主な視点を設定し、今後の策定作業を進め
る中で具体的な改⾰の取組を設定
・ 改⾰の取組の設定に当たっては、新型コロナウイルス感染症による社会経済動向も踏まえながら、内
容や実施時期を検討

５ 推進体制

６ 策定スケジュール

（１）全庁的な体制
・ 市⻑を本部⻑とする川崎市⾏財政改⾰推進本部において、各局区等の課題の調整や情報の共有
を図りながら、全体的な⽅向性の決定・進⾏管理を実施

（２）各局区等の体制
・ 各局区等の⾏財政改⾰推進本部において、各局区内の改⾰課題の調整、取りまとめ、進⾏管理
等を実施

（２）市役所の経営資源の最適化
・ 市⺠サービスを⽀えるため、業務プロセスの⾒直しやデジタル化による業務の効率化、⺠間活⽤によ
る市の財政負担等の軽減、組織の最適化、施設の⻑寿命化、新たな財源の確保など市役所の経
営資源の最適化を図り、効率的・効果的な⾏財政運営に向けた改⾰を推進

（３）多様な主体との協働・連携の更なる推進
・ 地域の課題解決と豊かな市⺠⽣活の実現を⽬指し、市⺠、企業、団体など多様な主体と協働・連
携する視点から、コミュニティ運営の新たな担い⼿の確保や、⺠間のアイデアやノウハウを活⽤した地域
づくりなどの改⾰を推進

（４）庁内の⼈材育成と意識改⾰
・ 職員と組織の質の向上に必要な庁内の⼈材育成と意識改⾰の視点から、協働・連携やデジタル化
など⾏財政運営上の課題解決に必要な⼈材の育成、職員のコスト意識やコンプライアンス意識の向
上、すべての職員がやりがいを持って主体的に業務に取り組める組織風土の醸成などの改⾰を推進

（１）名称 川崎市⾏財政改⾰第３期プログラム
（２）計画期間 令和４（2022）年度から令和７（2025）年度までの４年間
（３）関連計画との連携・調整 総合計画第３期実施計画や「今後の財政運営の基本的な考え

⽅」、「資産マネジメント第３期実施⽅針」と十分に連携・調整

（４）２期プログラムの反映 ２期プログラムの取組評価の内容については、３期プログラムの取組
に反映

３ プログラムの基本理念

・ 当面、次のスケジュールに基づき、３期プログラムの策定に向けた取組を推進するが、社会状況や国の
制度改⾰等の動向に応じて、的確かつ機動的な対応を図る。

令和３（2021）年度
４月中旬 ３期プログラム「策定⽅針」の策定・公表
７月中旬 サマーレビュー
８月下旬 ３期プログラム「基本的な考え⽅」の策定・公表

１１月下旬 オータムレビュー
１１月下旬 ３期プログラム「素案」の策定・公表
１２月中 市⺠説明会、パブリックコメント⼿続の実施
２月上旬 ３期プログラム（案）の策定・公表
３月下旬 ３期プログラムの策定・公表


